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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ステータ（１２）と、前記ステータ（１２）に対して回転可能であり、かつステアリン
グホイールに結合可能なロータ（１４）と、前記ロータ（１４）とステータ（１２）との
間の電気信号伝達のために、前記ロータ（１４）とステータ（１２）との間に配置されて
おり、かつ前記ロータ（１４）が回転しているとき、少なくとも部分的に巻き上げ／巻き
戻しが可能な、少なくとも１つの接続素子と、前記ステータ（１２）内にマウントされて
おり、かつ前記ロータ（１４）に回転結合しており、かつ前記ロータ（１４）による、前
記ロータ（１４）とは異なる回転速度での駆動が可能なリング素子（１６）とを備えてい
るステアリングコラムモジュール（１０）であって、係止素子（２６）が前記ロータ（１
４）に設けられており、係合リセス（２８）が前記リング素子（１６）に設けられており
、前記ロータ（１４）が前記ステータ（１２）に対して回転不能になる回転不能位置にお
いて、前記係止素子（２６）は、前記係合リセス（２８）に係合するようになっているこ
とを特徴とするステアリングコラムモジュール（１０）。
【請求項２】
　係止切り欠き（３０）が前記ステータ（１２）に設けられており、前記回転不能位置に
おいて、前記係止素子（２６）は、前記係合リセス（２８）および係止切り欠き（３０）
に係合するようになっていることを特徴とする、請求項１に記載のステアリングコラムモ
ジュール（１０）。
【請求項３】
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　前記係止素子（２６）、係合リセス（２８）、および係止切り欠き（３０）は、前記係
止素子（２６）が、前記係合リセス（２８）と前記係止切り欠き（３０）とに同時に重な
り合うときしか、前記回転不能位置をとることができず、また前記係止素子（２６）が、
前記係合リセス（２８）だけ、または前記係止切り欠き（３０）だけと重なり合うときに
は、前記回転不能位置をとることができないように、構成および配置されていることを特
徴とする、請求項２に記載のステアリングコラムモジュール（１０）。
【請求項４】
　前記係合リセス（２８）および係止切り欠き（３０）は、前記ロータ（１４）の中央位
置において、前記係止素子（２６）が、前記係合リセス（２８）および係止切り欠き（３
０）に係合するように、それぞれ前記リング素子（１６）およびステータ（１２）に設け
られていることを特徴とする、請求項２または３に記載のステアリングコラムモジュール
（１０）。
【請求項５】
　前記ロータ（１４）とリング素子（１６）との間の回転速度は、前記ロータ（１４）の
許容回転範囲内の１つの回転位置でしか、前記係止素子（２６）が、前記係合リセス（２
８）と係止切り欠き（３０）とに同時に係合することができないように選択されているこ
とを特徴とする、請求項２～４のいずれか１つに記載のステアリングコラムモジュール（
１０）。
【請求項６】
　前記係合リセス（２８）は、前記リング素子（１６）の回転軸に面する、前記リング素
子（１６）の縁の一部から、半径方向に外側に延びる奥行きを有していることを特徴とす
る、請求項１～５のいずれか１つに記載のステアリングコラムモジュール（１０）。
【請求項７】
　前記係止切り欠き（３０）は、前記リング素子（１６）を回転可能にマウントするため
の、前記ステータの側部の環状レセプタクル（２２）に設けられていることを特徴とする
、請求項２～６のいずれか１つに記載のステアリングコラムモジュール（１０）。
【請求項８】
　前記リング素子（１６）および環状レセプタクル（２２）は、前記ロータ（１４）の回
転軸に対して偏心して配置されていることを特徴とする、請求項７に記載のステアリング
コラムモジュール（１０）。
【請求項９】
　前記係止素子（２６）は、前記ロータ（１４）がステアリングホイールに結合していな
いときに係止位置をとり、前記ロータ（１４）が前記ステアリングホイールに結合してい
るときに係止解除位置をとり、かつ前記係止位置において、前記係合リセス（２８）に係
合することができ、前記係止解除位置において、前記係合リセス（２８）に係合すること
ができないようになっていることを特徴とする、請求項１～８のいずれか１つに記載のス
テアリングコラムモジュール（１０）。
【請求項１０】
　前記係止素子（２６）を、前記係止位置の方向に付勢するばね素子（３８）が設けられ
ていることを特徴とする、請求項９に記載のステアリングコラムモジュール（１０）。
【請求項１１】
　前記係止素子（２６）は、前記回転軸に平行に変位可能なスライダ（３２）と、前記ス
ライダ（３２）と連動するレバー（３６）であって、前記係止位置において旋回して、前
記係合リセス（２８）に係合することができるレバー（３６）とを有することを特徴とす
る、請求項９または１０に記載のステアリングコラムモジュール（１０）。
【請求項１２】
　前記レバー（３６）は、前記ロータ（１４）上で、前記ロータ（１４）の回転軸と直交
する旋回軸（３４）のまわりに旋回することができるように構成されていることを特徴と
する、請求項１１に記載のステアリングコラムモジュール（１０）。
【請求項１３】
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　前記スライダ（３２）とレバー（３６）とは、溝付きガイド（４０）およびカム（４２
）を介して連動するようになっていることを特徴とする、請求項１１または１２に記載の
ステアリングコラムモジュール（１０）。
【請求項１４】
　前記ばね素子（３８）は、前記スライダ（３２）を、前記ステアリングホイールに面す
る方向に付勢するか、および／または、前記レバー（３６）を、前記リング素子（１６）
に面する方向に付勢するために設けられていることを特徴とする、請求項１１～１３のい
ずれか１つに記載のステアリングコラムモジュール（１０）。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ステータと、ステータに対して回転可能であり、かつステアリングホイール
に結合可能なロータと、ロータとステータとの間の電気信号伝達のために、ロータとステ
ータとの間に配置されており、かつロータが回転しているとき、少なくとも部分的に巻き
上げ／巻き戻しが可能な、少なくとも１つの接続素子と、ステータ内にマウントされ、か
つロータに回転結合されており、かつロータによる、ロータと異なる回転速度での駆動が
可能なリング素子とを備えているステアリングコラムモジュールに関する。
【背景技術】
【０００２】
　この種のステアリングコラムモジュールは、特許文献１により公知である。ロータとリ
ング素子との間の速度伝達比は、１に等しくない。そのため、ロータとリング素子は、互
いに異なる回転速度を有している。接続素子の瞬間巻き上げ位置、および瞬間巻き戻し位
置は、リング素子とロータとの互いに異なる回転速度と、瞬間相対位置とに基づいて、識
別することができる。さらに、接続素子を損傷させるおそれのある、望ましくないロータ
の過回転を防止するストッパを設けることは公知である。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】ドイツ国特許公開第１０２００４０４１０６８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　本発明は、ロータが、ステータに対して回転不能になるように配置される回転不能位置
をとることができる、ステアリングコラムモジュールを開発することを主たる目的として
いる。回転不能位置を設けることは、ステアリングコラムモジュールの搭載または取り外
しの際に、特に有利となる。特に、ステアリングコラムモジュールを車両から取り外すと
きに、ステータに対するロータの予期しない回転が防止される。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　上述の目的は、請求項１に記載の特徴を有するステアリングコラムモジュールによって
達成される。特許文献１によって公知であるステアリングコラムモジュールは、係止素子
がロータに設けられ、かつ係合リセスがリング素子に設けられており、ロータがステータ
に対して回転不能になる回転不能位置において、係止素子が、係合リセスに係合するよう
になっている。リング素子に対して、またステータに対して、ロータを回転不能にするこ
とは、この種の係止素子、および回転不能位置において係止素子と噛み合う係合リセスを
、それぞれロータ側部およびリング素子に設けることによって達成される。
【０００６】
　本発明の特に好適な一実施形態においては、係止切り欠きがステータに設けられており
、回転不能位置において、係止素子は、係合リセスおよび係止切り欠きに係合する。これ
は、係止素子を介して、ロータとステータとの間に、直接的な回転不能が実現されるとい
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う長所を有する。ステータに係止切り欠きを設けない一実施形態においては、係止素子に
よって、ロータとリング素子との間の、またリング素子とロータとの間の回転結合を介し
て、リング素子とステータとの間の、回転が不能とされる。この場合、回転結合として、
例えば特許文献１に示されているように、歯状噛み合い系を用いることができる。
【０００７】
　係止素子、係合リセス、および係止切り欠きを、係止素子が、係合リセスと係止切り欠
きとに同時に重なり合うときにしか、回転不能位置をとることができず、また係止素子が
、係合リセスだけ、または係止切り欠きだけと重なり合うときには、回転不能位置をとる
ことができないように、構成および配置することができる。回転不能位置において、特に
半径方向または軸方向に、係止素子は、係合リセスおよび係止切り欠きに係合することが
できる。この場合、係合リセスと係止切り欠きとは、特に軸方向または半径方向に、それ
ぞれ重なるように、または並ぶように、かついずれの場合にも補い合うように配置される
。
【０００８】
　本発明のさらなる一実施形態によれば、係合リセスおよび係止切り欠きは、ロータの中
央位置において、係止素子が係合リセスおよび係止切り欠きに係合するように、それぞれ
、リング素子およびステータに設けられている。これによって、回転不能位置において、
ロータが、定められた中央位置をとるように設定することができる。したがって、ロータ
の許容回転範囲を、両回転方向において、同じ大きさにすることができる。
【０００９】
　さらに、ロータとリング素子との間の回転速度、すなわち速度伝達比は、ロータの１つ
の回転位置でしか、係止素子が、係合リセスと係止切り欠きとに同時に係合することがで
きないように選択されていれば有利である。そのようにすると、通常５～７回転であるロ
ータの全許容回転範囲にわたって、ただ１つの回転不能位置（ロータの中央位置にあるの
が有利である）が設けられる。したがって、このように選択された回転速度、すなわちロ
ータとリング素子との間の速度伝達比に基づけば、係止素子が、ただ１つの回転位置でし
か、係合リセスと係止切り欠きとに同時に係合することができないように、係合リセスお
よび係止切り欠きを設けることができる。
【００１０】
　係合リセスは、リング素子の回転軸に面するリング素子の縁の一部から、半径方向外側
に延びる奥行きを有しているのが有利である。そのようにすると、係止素子は、半径方向
外側へ移動して、係合リセスに係合することができる。
【００１１】
　係止切り欠きは、リング素子を回転可能にマウントするために備えられている、ステー
タ側部の環状レセプタクルに設けるのが有利である。係止切り欠きは、半径方向の奥行き
を有しており、回転不能位置において、係合リセスと重なり合うか、または並び合う。軸
方向に沿って観察したとき、係止切り欠きと係合リセスとは、並んで配置されている（特
に同じ高さで）のが有利である。このようにすると、係止切り欠きと係合リセスとが、上
下に重なり合ったときしか、係止素子は、係止切り欠きと係合リセスとに係合することが
できない。
【００１２】
　ロータとリング素子との間で、回転速度を相違させるために、環状レセプタクルを、ロ
ータの回転軸に対して偏心して配置することができる。このようにすると、リング素子は
、環状レセプタクルの内側に、ロータの回転軸に対して偏心してマウントされる。
【００１３】
　係止素子は、ロータがステアリングホイールに結合していないときに係止位置をとり、
ロータがステアリングホイールに結合しているときに係止解除位置をとり、かつ係止位置
において、係合リセス（および、任意選択的に、さらに係止切り欠き）に係合することが
でき、係止解除位置において、係合リセス（および、任意選択に、さらに係止切り欠き）
に係合することができないように構成されているのが有利である。このようにすると、ス
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テアリングコラムモジュールを車両へ搭載する前の取り扱いにおいて、ロータとステータ
との間の回転を不能とすることができ、また、係止素子は、ステアリングホイールが装備
されるまで、係止解除位置をとることはないという状況が達成される。ステアリングコラ
ムモジュールの解体中に、すなわちステアリングホイールの取り外し中に、係止素子は、
その係止位置に移される。そのとき、ロータが、係止位置に対応する回転位置まで回転す
ると、係止素子は、回転不能とするための係合リセス（および任意選択的に、さらに係止
切り欠き）に係合することができる。このとき、係止素子は、ばね素子によって、係止位
置に付勢されるように構成されているのが好ましい。
【００１４】
　係止素子は、回転軸と平行に変位可能なスライダと、スライダと連動するレバーであっ
て、係止位置において旋回して、係合リセスに係合することができるレバーとを有するこ
とができる。この場合、スライダは、ロータがステアリングホイールに結合したとき、ス
テアリングホイールが、レバーを係止解除位置に移動させるように、すなわち係合リセス
から外すように、ステアリングホイールと相互作用するようにしてあると有利である。
【００１５】
　レバーを、ロータ上で、ロータの回転軸に直交する旋回軸のまわりに旋回しうるように
構成することができる。スライダを、ロータ上の対応するガイド溝内に、軸方向に変位す
ることができるように配置することができる。特に溝付きガイドを、スライダとレバーと
を連動させるために用いることができる。
【００１６】
　さらに、ばね素子は、スライダをステアリングホイールに面する方向に付勢するように
、および／または、レバーを、リング素子に面する方向に付勢するように作られていると
有利である。この種のばね素子によって、ステアリングホイールを取り外したときに、係
止素子が係止位置に付勢されるという状況を作ることができる。このようにすると、ロー
タがステータに対して回転して、あらかじめ定められた回転不能位置（ロータの中央位置
であるのが有利である）に達したとき、係止素子は、係合リセスおよび係止切り欠きに自
動的に係合することができるようになる。
【００１７】
　添付図面に示されている例示的な実施形態を、より詳細に記述している以下の説明を読
むことによって、本発明のさらなる詳細および有利な形態が明らかになると思う。
【図面の簡単な説明】
【００１８】
【図１】本発明によるステアリングコラムモジュールの組立分解図である。
【図２】係止位置における、図１の係止素子の図である。
【図３】係止解除位置における、図１の係止素子の図である。
【図４】回転不能位置に到達する直前の、図１のステアリングコラムモジュールの部分図
である。
【図５】回転不能位置に到達したときの、図１のステアリングコラムモジュールの部分図
である。
【図６】図５のステアリングコラムモジュールの部分断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１９】
　図１は、ステータ１２と、ステータ１２に対して回転可能であり、かつステアリングホ
イール（図示せず）に結合可能であるロータ１４とを有する、本発明によるステアリング
コラムモジュール１０を示している。ロータの回転中に、少なくとも部分的に巻き上げ／
巻き戻し可能であり、かつロータとステータとの間の電気信号伝達を可能にする、リボン
ケーブルなどの接続素子（図示せず）が、ステータとロータとの間に設けられている。さ
らに、リング素子１６が、ステータ１２内にマウントされており、かつロータ１４に回転
結合している。リング素子１６は、ロータ１４が回転しているとき、ロータ１４によって
、ロータ１４と異なる回転速度で駆動される。リング素子１６とロータ１４とが回転結合
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するために、リング素子１６は、内側歯状部１８を有しており、またロータ１４は、内側
歯状部１８と噛み合う外側歯状部２０を有している。リング素子１６は、マウント状態で
は、ロータ側部の環状レセプタクル２２内に、回転可能にマウントされている。この場合
、環状レセプタクル２２は、ロータ１４の回転軸に対してわずかにずれるように、すなわ
ち、偏心するように配置されている。ロータ１４とリング素子１６との間で、相異なる回
転速度を得るために、リング素子１６の内側歯状部１８は、ロータの外側歯状部２０より
も１つだけ多い歯を有するのが有利である。同じ内容が、特許文献１に記載されている。
【００２０】
　図１に示すように、ロータ１４は、ロータ側部に配置することができる係止素子２６の
ための受け部２４を有する。リング素子１６には、その内側の縁の一部から、半径方向外
側に延びる奥行きを有する係合リセス２８が形成されている。回転不能位置において、係
止素子２６は、この係合リセス２８に係合する。リング素子１６に対するロータ１４の回
転は、係止素子２６の、係合リセス２８へのこのような係合によって抑止される。その結
果、ステータ１２に対するロータ１４の回転も、もはや不可能になる。
【００２１】
　回転不能をより強固にするために、係止切り欠き３０が、ステータ１２の環状レセプタ
クル２２の１つの領域に形成されている。これにより、回転不能位置において、係止素子
２６は、リング素子側部で係合リセス２８に、そしてステータ側部で係止切り欠き３０に
係合する。この場合、係合リセス２８および係止切り欠き３０の位置、およびリング素子
１６とロータ１４との間の速度伝達比は、係止素子２６が、ステータ１２に対するロータ
１４の許容回転範囲内のただ１つの回転位置でしか、係合リセス２８および係止切り欠き
３０に同時に係合することができないように選択されている。このただ１つの回転不能位
置は、ロータ１４が、その回転の中央位置に来る位置として選択するのが有利である。
【００２２】
　係止素子２６は、図２に示す係止位置、および図３に示す係止解除位置をとることがで
きる。係止素子２６は、ロータ１４の回転軸に平行に変位可能なスライダ３２、およびス
ライダ３２と連動して、ロータ１４の回転軸に直交する旋回軸３４のまわりに旋回するこ
とができるレバー３６を備えている。ステアリングコラムモジュール１０が、車両に搭載
されていないときには、スライダ３２は、スライダ３２とレバー３６との間に配置されて
いるばね３８によって、軸方向に上方に付勢されている。スライダ３２上に設けられてい
る溝付きガイド４０が、スライダ３２にしたがって動き、レバー３６上のカム４２が、溝
付きガイド４０に協動するために、リング素子１６に面している、レバー３６の自由端４
４は、図２に示すように、半径方向に外側に向かって旋回している。この位置においては
、レバー３６の自由端４４は、リング素子側部の係合リセス２８およびステータ側部の係
止切り欠き３０にほとんど同時に係合することができる。
【００２３】
　ステアリングホイールがマウントされると、スライダ３２は、図３に示すように、ステ
アリングホイールによって、軸方向下方に、矢印４６の向きに付勢される。レバー３６が
、ロータ１４に旋回可能にマウントされており、かつ溝付きガイド４０が、それに適合す
るように作られているために、レバー３６が外れる。すなわち、レバー３６の自由端４４
が、係合リセス２８および係止切り欠き３０から外れる。その結果、ロータ１４のステー
タ１２に対する係止が解除される。
【００２４】
　ばね３８が備えられているために、ステアリングホイールが結合されていないとき、係
止素子２６は、その係止位置に自動的に付勢される。ロータ１４が、あらかじめ定められ
た中央位置に位置していないときには、係止素子２６は、係合リセス２８および係止切り
欠き３０に係合することができない。ステアリングホイールが結合されていないとき、ロ
ータ１４が回転していると、ロータが、そのあらかじめ定められた回転不能位置をとった
ときに、係止素子２６は、係合リセス２８および係止切り欠き３０と噛み合う。
【００２５】
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　図４は、係合リセス２８が、係止切り欠き３０と、ステータの円周方向において、まだ
一致しておらず、したがって、レバー３６の自由端４４が、係止切り欠き３０との係合に
至っていない回転位置を示している。
【００２６】
　ロータ１４が、あらかじめ定められた回転位置に達したときにしか、係合リセス２８は
、ロータ側部に取り付けられた係止素子２６の回転角度と、ステータ側部の係止切り欠き
３０の位置とに一致する回転角度をとらない。係合リセス２８と係止切り欠き３０とが重
なり合う、この回転不能位置においては、係止位置に向かって付勢された、係止素子のレ
バー３６が、係合リセス２８および係止切り欠き３０に同時に係合して、回転不能状態に
なることができる。
【００２７】
　同じ状況が、図６にも示されている。係止切り欠き３０と係合リセス２８とが重なり合
ったときしか、より詳細には、軸方向に上下に重なり合ったときしか、レバー３６の自由
端４４は、それらに同時に係合することができないことが、図６から明らかである。係止
素子２６が、係止切り欠き３０だけ、または、係合リセス２８だけと重なり合ったときに
は、係止素子２６のレバー３６の変位が、それぞれリング素子１６またはステータ１２に
よって阻止されるから、係止素子２６は、係止切り欠き３０だけ、または係合リセス２８
だけと係合することはできない。それゆえ、ロータ１４がステータ１２に対して回転不能
になる回転不能位置は、図５および図６に示されているように、係止素子２６が、係合リ
セス２８と係止切り欠き３０とに係合することができるときにしかとることができない。
【符号の説明】
【００２８】
１０　ステアリングコラムモジュール
１２　ステータ
１４　ロータ
１６　リング素子
１８　内側歯状部
２０　外側歯状部
２２　環状レセプタクル
２４　受け部
２６　係止素子
２８　係合リセス
３０　係止切り欠き
３２　スライダ
３４　旋回軸
３６　レバー
３８　ばね
４０　溝付きガイド
４２　カム
４４　自由端
４６　矢印
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